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2023年8月29日
大阪ガス株式会社/ ＥＮＥＯＳ株式会社

補足説明資料

「大阪港湾部におけるグリーン水素を活用した
国内初となる国産e-メタンの大規模製造に関する共同検討の開始について」
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本検討の概要

本検討は、脱炭素社会の実現を目指す大阪ガスとＥＮＥＯＳの連携により、
大阪港湾部にて、ＥＮＥＯＳが調達したグリーン水素、大阪ガスが近隣の工場等から調達したCO2
を原料にe-methane(以下e-メタン)の製造(メタネーション)を行うものです。
2030年から大阪ガスの都市ガス1%相当である”6,000万m3/年（1万Nm3/h、一般家庭約25万戸
相当）”の製造を目指します。当該規模のe-メタンの製造計画は国内初の事案となります。
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グリーン水素



3

本検討の実施場所のイメージ

本検討は、大阪港湾部にて、適地を検討中です。
製造されたe-メタンは、大阪ガスの泉北製造所を通じて、都市ガスをご利用の
お客さまに供給する計画です。

水素受入、e-メタン製造拠点
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水素をe-メタンに変換し
都市ガスに用いることで安定
したエネルギー供給が可能

本検討の意義
本検討により、グリーン水素、e-メタンの社会実装の実現を目指し、
大阪ガス、ＥＮＥＯＳ両社で “脱炭素社会の実現”に貢献します。

グリーン水素の社会実装

水素をe-メタンに変換する
ことで新たなインフラ投資を
抑えて水素需要の拡大が可能

将来の水素需要拡大への
対応と大阪圏の脱炭素社会の

実現に寄与

日本のNDC※達成へ寄与
※パリ協定に参加する各国が国連に提出

する温室効果ガス排出削減目標
（Nationally Determined Contributions）

e -メタンの社会実装
既存の都市ガスインフラや
消費機器をそのまま活用可能

大阪における
大規模な水素輸入基地の整備

熱分野の脱炭素に向けた
インフラ投資コストや
機器改造コストを抑制

国内製造拠点を整備し
エネルギー安定供給に貢献

将来的に国内資源のみ
（水・再エネ・CO2）

でも製造可能

発電・モビリティ分野以外の
熱分野向け水素利用の拡大

社会実装初期における
水素需給変動に対する安定化

国内産業界の
CO2のリサイクル
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水素の調達（MCH）について

トルエン輸送
（ケミカルタンカー活用）

トルエン回収

グリーン
水素製造

（再エネ由来）

MCH輸送
(ケミカルタンカー活用）

MCH受入MCH製造 MCH脱水素

トルエン
再利用

（製油所の既存設備を活用） パイプライン供給

発電所

メタネーション

その他需要家

石油製品の脱硫等に利用
（製油所の低炭素化）

常温・常圧で無色の液体。
水素を化学結合で効率よく安定に貯蔵ができる。

石油精製技術を最大限活用し、
効率的に水素の貯蔵・取り出しが可能である。

石油業界の既存流通インフラ（タンク、輸送船等）
を有効活用し、初期投資を大幅に削減できる。
→グリーンイノベーション基金事業にて大規模実証を検討中。

大規模MCHサプライチェーンのイメージ
海 外 国 内

水素、MCH製造 近隣への水素供給海上輸送 MCH受入、水素製造・利用 陸上輸送

H2

H2

H2
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メタネーションについて

二酸化炭素

グリーン
水素

水素
利用
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熱需要の脱炭素化を実現する技術の一つが、
再生可能エネルギー由来の水素とCO2からe-メタンを製造するメタネーションです。

メタネーションは水素利用の一形態ですが、CO2と合成し、
天然ガスの主成分と同じメタンに変えることで、既存のガス供給インフラ、
消費機器を利用可能なため、スムーズなカーボンニュートラル化に貢献できます。

メタネーションによるカーボンニュートラル実現シナリオの例

再生可能
エネルギー

水

H2O

H2
お客さま

発電所
(再エネの
調整電源)

分散型電源
(コージェネレー
ション・燃料電池)

ローリー・内航船供給

LNG・都市ガスインフラとして
既に社会実装済みメタネーション設備

(メタン化)

e -メタンのサプライチェーン

再生可能エネルギーで
水素をつくりCO2と

合成することでメタンを
製造

e-メタン

都市ガス
導管網

(既存インフラ
活用)

CO2
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・ガラス溶解炉
・焼成炉 ・圧延炉 等

・アルミ溶解炉
・浸炭炉 ・焼入炉 等

・亜鉛溶解炉
・ベーキング炉 ・焼付乾燥炉等

・蒸気ボイラ ・水切乾燥炉
・遠赤外線乾燥炉等

・温水ボイラ
・浸管加熱装置等

・空調
・プロセス冷却等

参考：熱分野の脱炭素化に向けて

産業用の高温熱需要は
石炭・石油系燃料の

利用が多い

天然ガス・e-メタンによる
低・脱炭素化が可能

ガ
ス
で
作
れ
る
熱
の
範
囲

民生用

産業用
（低温）

産業用
（高温）

出典：経済産業省 基本政策分科会及び水素・燃料電池戦略協議会資料をもとに作成

産業用高効率バーナー

CO2排出量が大きい産業用の高温熱分野の多くでは、技術面や経済面の理由から、
石炭や石油が利用されています。
これらの分野において、天然ガスや、将来的にはe-メタンを活用することにより、
確実なCO2排出削減、および、カーボンニュートラル化の実現に貢献します。

1700℃

1000℃

500℃

200℃

90℃

常温

0℃

＜主な用途＞
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